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１．建設業法に基づく処分事例
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建設業法の目的達成のため、建設工事に携わる皆様には法令（ルール）を
遵守いただく必要があります。

もし、法令違反があれば、国や都道府県が、処分基準に沿って、

を行います。

建設業者の皆様には、社内のコンプライアンス体制の整備や下請負人に
対する指導などを通じて、法令が遵守される建設業界の実現にご協力ください。

大阪府の処分基準は建築振興課ＨＰをご覧ください。

（http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/syobunkijyun/index.html）

法令遵守について

監督処分（指示・営業停止・取消）
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※説明のため、架空の事例を簡略化して記載しています。

＜事例＞ ○○市○○トンネル工事 施工体制
〇〇市

〇〇トンネル工事

会社名 ㈱Ｂ設備 会社名 ㈱Ｅ設備

主任技術者名 Ｂ’（非専任） 主任技術者名 Ｅ’（非専任）

許可 (般)機械器具設置工事業 許可 (般)機械器具設置工事業

会社名 ㈱Ａ建設 会社名 ㈱Ｃ工業 会社名 ㈱Ｆ工業

監理技術者名 Ａ’（専任） 主任技術者名 Ｃ’（非専任） 主任技術者名 Ｆ’（非専任）

許可 (特)土木工事業 許可 (般)とび・土工工事業 許可 (般)とび・土工工事業

会社名 ㈱Ｄ建設 会社名 ㈱Ｇ建設

主任技術者名 Ｄ’（非専任） 主任技術者名 Ｇ’（非専任）

許可 (般)舗装工事業 許可 (般)舗装工事業

《一次下請》 《二次下請》

工事名称

機
械
器
具

設
置
工
事

発注者名

機
械
器
具

設
置
工
事

土
木
一
式

工
事

請負金額：6,000万円

下請金額：1,500万円

下請金額：3,000万円

と
び
・

土
工
工
事

　　　　　《元請》

下請金額：500万円

下請金額：500万円

下請金額：1,500万円

下請金額：200万円

舗
装
工
事

と
び
・

土
工
工
事

機
械
器
具

設
置
工
事



＜処分事例＞

（１）施工体制台帳等に係る違反

（２）配置技術者に係る違反

（３）一括下請負

（４）無許可営業

（５）他法令違反（例：労働法令）

（６）虚偽申請等による許可の取得

（７）届出書等への虚偽の記載 5



（１）施工体制台帳等に係る違反

公共工事における施工体制台帳等
⇒元請：施工体制台帳等の作成・提出・閲覧・保存義務

下請：再下請負通知書の作成・提出・保存義務

・ ㈱B設備が、㈱E設備以外にも下請に出していたにも関わらず、
㈱Ａ建設に再下請負通知書等を提出していなかったため、
㈱Ａ建設は正しい施工体制台帳等を作成できなかった。

※下請からの報告がない場合にも、元請は行政処分の対象となる。

処分事例

〇〇市

〇〇トンネル工事

会社名 ㈱Ｂ設備 会社名 ㈱Ｅ設備

主任技術者名 Ｂ’（非専任） 主任技術者名 Ｅ’（非専任）

許可 (般)機械器具設置工事業 許可 (般)機械器具設置工事業

会社名 ㈱Z設備

主任技術者名 Z’（非専任）

許可 (般)機械器具設置工事業

会社名 ㈱Ａ建設 会社名 ㈱Ｃ工業 会社名 ㈱Ｆ工業

監理技術者名 Ａ’（専任） 主任技術者名 Ｃ’（非専任） 主任技術者名 Ｆ’（非専任）

許可 (特)土木工事業 許可 (般)とび・土工工事業 許可 (般)とび・土工工事業

　　　　　《元請》

請負金額：6,000万円 下請金額：3,000万円 下請金額：1,500万円

下請金額：1,500万円 下請金額：500万円

土
木
一
式

工
事

と
び
・

土
工
工
事

と
び
・

土
工
工
事

機
械
器
具

設
置
工
事

下請金額：400万円

発注者名 《一次下請》 《二次下請》

工事名称

機
械
器
具

設
置
工
事

機
械
器
具

設
置
工
事
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年 月 日

［会社名・事業者ID］

［事業所名・現場ID］

　
　

　

有　　無

担 当
工 事 内 容

担 当
工 事 内 容

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無
外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

専 門
技 術 者 名

専 門
技 術 者 名

資 格 内 容 資 格 内 容

監 理 技術 者名

主 任 技術 者名

専　任
非専任

資 格 内 容

監理技術者補佐名 資 格 内 容

外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無
現 場
代 理 人 名

権限及び意見
申 出 方 法

監 督 員 名
権限及び意見
申 出 方 法

一号特定技能外
国人の従事の
状況（有無）

有　　無

発 注 者 の
監 督 員 名

権限及び意見
申 出 方 法

担当工事内容

専門技術者名
下請契約

資格内容

元請契約

資格内容

厚生年金保険 雇用保険
主任技術者名

専　任
非専任

雇用管理責任者名

安全衛生責任者名
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外 権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名
健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
現場代理人名

事業所
整理記号等

区分 営業所の名称 健康保険

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
下請契約

契 約
営 業 所

区 分 名　　　　　　　　　称 住　　　　　　　　　所
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
元請契約

事業所
整理記号等

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

営業所の名称

工 期
自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

工事業
大臣　特定

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

自　　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日
発 注 者 名
及 び
住 所

　　年　　月　　日
工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

知事　一般

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

工 期

住 所

建 設 業 の
許 可

許　可　業　種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業
大臣　特定

        第　　　　号

施工体制台帳（作成例）
《下請負人に関する事項》

会 社 名 ・
事 業 者 ID

代 表 者 名

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変更契約の

契約書面の写し（公共工事以外の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を

除く）
・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当該主任技
術者又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書
面又はこれらの写し
・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に
雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

※作成者：元請＜施工体制台帳（作成例）＞
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年 月 日

　

　

外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無
一号特定技能外
国人の従事の状

況（有無）

外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無

知事　一般

営業所の名称

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号

有　　無

工事業
大臣　特定

        第　　　　号 　　年　　月　　日
知事　一般

一号特定技能外
国人の従事の状

況（有無）

有　　無

大臣　特定
        第　　　　号 　　年　　月　　日

住 所
電 話 番 号

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

許可（更新）年月日

再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

会 社 名 代 表 者 名

工事業

工 期
自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日
契 約 日 年　　　月　　　日　

注文者との
契 約 日

安全衛生推進者名

外国人建設就
労者の従事の
状況(有無)

有　　無
外国人技能実
習生の従事の
状況(有無)

有　　無

《再下請負関係》

元 請 名 称

《自社に関する事項》

大臣　特定

知事　一般

大臣　特定

工 事 名 称
及 び
工 事 内 容

工 期
自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日
年　　　月　　　日　

資 格 内 容 担当工事 内容

権限及び
意見申出方法

専 門 技 術 者 名

再下請負通知書（作成例）

直 近 上 位
注 文 者 名

【報告下請負業者】

住 所

主 任 技 術 者 名
専　任
非専任

資 格 内 容

工事業

工事業

        第　　　　号

        第　　　　号

監 督 員 名

建 設 業 の
許 可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号

　　年　　月　　日

許可（更新）年月日

安全衛生責任者名

雇用管理責任者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

営業所の名称

会 社 名

知事　一般

代表者名

安全衛生責任者名

厚生年金保険 雇用保険
雇用管理責任者名

雇用保険

　　年　　月　　日

厚生年金保険 雇用保険

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

健康保険 厚生年金保険

資格内容

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

事業所
整理記号等

健康保険

健康保険等
の加入状況

保険加入
の有無

健康保険

現 場 代 理 人 名

現場代理人名

権限及び
意見申出方法

主任技術者名
専　任
非専任

専門技術者名

資格内容

担当工事内容

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事以外の建設工事
について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を除く）

＜再下請負通知書（作成例）＞ ※作成者：下請
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＜施工体系図（作成例）＞

※施工体系図については、現場への掲示が必要
公共工事：現場内の見えやすい場所及び公衆の見えやすい場所
民間工事：現場内の見えやすい場所

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

担 当 工事 内容
元方安全衛生
管 理 者

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

担 当 工事 内容

統括安全衛生責任者

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

は建設業法で定められた記載事項です。 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

　自　　　　　　　年　    　　 　　月　  　  　 　日
　至　　　　　　　年　     　　　　月　　　 　    日

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者
担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別
安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名
許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号
一 般 / 特 定 の 別

工
事

会 社 名・ 事業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者
担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

副    会    長
代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

会 社 名・ 事業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

会          長
　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期

専 門 技 術 者 名
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当
特定専門工事

の該当

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

許 可 番 号

監理技術者補佐名 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

監 督 員 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

監 理 技 術 者 名

元請名・事業 者 ID

工
事

会 社 名・ 事業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

許 可 番 号 許 可 番 号

専 門 技 術 者 名 安 全 衛 生 責 任 者

発 注 者 名
工期

工 事 名 称
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一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

（注)１.※印欄には次の記号を入れる。

 …現場代理人  …作業主任者（（注）2.)  …女性作業員

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育  …危険有害業務・再発防止教育

（注）３．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。

（注）４．資格・免許等の写しを添付することが望ましい。

（注）５．健康保険欄には、左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、 建設国
保、国民健康保険）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、
国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適用除外」と記載。
（注）６．年金保険欄には、左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。各年
金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。
（注）７．雇用保険欄には右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険者の
場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用保険の適用除外である場
合には左欄に「適用除外」と記載。
（注）８．建設業退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度への加入の有無について
は、それぞれの欄に「有」又は「無」と記載。
（注）９．安全衛生に関する教育の内容（例：雇入時教育、職長教育、建設用リフトの運
転の業務に係る特別教育）については「雇入・職長特別教育」欄に記載。
（注）１０．建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（例：登録○○基幹技能
者、○級○○施工管理技士）を有する場合は、「免許」欄に記載。
（注）１１．記載事項の一部について、別紙を用いて記載しても差し支えない。

入場年月日

受入教育
実施年月日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

（　　年　　月　　日作成)

 …外国人技能実習生  …外国人建設就労者  …１号特定技能外国人

中小企業退職金
共済制度

（注）２.作業主任者は作業を直接指揮する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても
  他の作業個所との作業主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。

年　月　日

歳

年　月　日

歳

事業所の名称
・現場ID

所長名

雇入・職長
特別教育

技能講習 免　許雇用保険

年　月　日

建設業退職金
共済制度

歳

年　月　日

年　月　日

歳

歳

年　月　日

歳

提出日　　　　　年　　　月　　　日

元請
確認欄

生年月日

年齢

年　月　日

健康保険
教　育・資　格・免　許

職
種

※ 年金保険

年　月　日

歳

歳

年　月　日

氏名

技能者ID

 本書面に記載した内容は、作業員名

簿として安全衛生管理や労働災害発生

時の緊急連絡・対応のために元請負業

者に提示することについて、記載者本

人は同意しています。

ふりがな

番
号

       …18歳未満の作業員現 作 女

主 職 安 能

習 就 １特

未

再

作業員名簿（作成例）

10



請負代金が4,000万円以上（建築一式は8,000万円以上）
の工事
⇒専任を要する工事の監理技術者等の配置義務

・監理技術者Y’が他の工事現場を兼務していた。
・監理技術者Y’が㈱Ａ建設の営業所における専任の技術者を
兼務していた。

監理技術者等に求められる雇用関係
⇒直接的かつ恒常的な雇用関係が必要

・直接的かつ恒常的な雇用関係がないY’を監理技術者として
工事現場に配置した。

処分事例

処分事例

（２）配置技術者に係る違反

〇〇市

〇〇トンネル工事

会社名 ㈱Ａ建設

監理技術者名 Y’（非専任）

許可 (特)土木工事業

　　　　　《元請》

土
木
一
式

工
事

請負金額：6,000万円

発注者名

工事名称

11



（３）一括下請負

☆下請契約の施工に実質的な関与を行わず、請け負った建設工事の主たる部分
を一括して他の業者に請け負わせる場合
・ ㈱Ａ建設は、工事の主たる部分を一括して㈱B建設に請け負わせた。
・ ㈱Ａ建設の監理技術者は、施工計画の作成、工程管理、品質管理、安全管
理、技術的指導等の全ては自ら行わなかった。→実質的な関与が認められない。

処分事例

12

建
築
一
式
工
事

会社名 ㈱A建設
監理技術者名 A‘

現場代理人 D’
許可 建築工事

業
工期 〇～〇

建
築
一
式
工
事

会社名 ㈱B建設
主任技術者名 B‘

許可 建築工事
業

電
気
工
事

会社名 ㈱G
主任技術者名 G‘

許可 電気工事業

鉄
骨
工
事

会社名 ㈱F建設
主任技術者名 F‘

許可 鋼構造物工
事業

足
場
仮
設
工
事

会社名 ㈱G
主任技術者名 G‘

許可 とび・土工
工事業

発注者名 ○○
工事名称 ○○工事

屋
根
工
事

会社名 ㈱G
主任技術者名 G‘

許可 屋根工事業



（４）無許可営業（一般建設業許可／特定建設業許可）

処分事例

下請負代金の総額が4,500万円（建築一式：7,000万円）以上
⇒特定建設業の許可と施工体制台帳等の作成が必要

・㈱A建設は、一般建設業の許可しか受けていなかった。
・工事途中で契約変更することとなり4,500万円以上となった。

処分事例

〇〇市

〇〇トンネル工事

会社名 ㈱Ｂ設備 会社名 ㈱Ｅ設備

主任技術者名 Ｂ’（非専任） 主任技術者名 Ｅ’（非専任）

許可 (般)機械器具設置工事業 許可 (般)機械器具設置工事業

会社名 ㈱Ａ建設 会社名 ㈱Ｃ工業 会社名 ㈱Ｆ工業

監理技術者名 Ａ’（専任） 主任技術者名 Ｃ’（非専任） 主任技術者名 Ｆ’（非専任）

許可 (般)土木工事業 許可 (般)とび・土工工事業 許可 (般)とび・土工工事業

会社名 ㈱Ｄ建設 会社名 ㈱Ｇ建設

主任技術者名 Ｄ’（非専任） 主任技術者名 Ｇ’（非専任）

許可 (般)舗装工事業 許可 (般)舗装工事業

下請金額：500万円 下請金額：200万円

下請金額：1,500万円 下請金額：500万円

土
木
一
式

工
事

と
び
・

土
工
工
事

と
び
・

土
工
工
事

　　　　　《元請》

請負金額：6,000万円 下請金額：3,000万円 下請金額：1,500万円

舗
装
工
事

機
械
器
具

設
置
工
事

発注者名 《一次下請》 《二次下請》

工事名称

機
械
器
具

設
置
工
事

機
械
器
具

設
置
工
事

13



処分事例

一式工事（土木工事業、建築工事業）と専門工事
⇒一式工事の許可で専門工事は請け負えない

・ ㈱B設備は、土木工事業の許可しか受けていないのに、500万円以上の
機械器具設置工事を請け負った。

（４）無許可営業（工事業種）

処分事例

14



（参考）一式工事の許可で専門工事が施工できる場合

一式工事を施工する場合において、専門工事を自ら施
工するとき、その専門工事が一式工事の附帯工事であれ
ば、一式工事の許可でも専門工事が施工できる。

ただし、附帯工事を自ら施工するときは、その工事に
関し主任技術者に相当する者を置かなければならない。

その技術者を置けない場合は、専門工事に係る建設業
の許可を受けた建設業者に施工させなければならない。

【附帯工事の例】

土木一式工事の施工に伴って生じた管工事

〇〇市

〇〇トンネル工事

会社名 ㈱Ａ建設

監理技術者名 Ａ’（専任）

許可 (特)土木工事業

専門技術者 Ａ’

担当工事内容 管工事

発注者名

工事名称

　　　　　《元請》

土
木
一
式
工
事

請負金額：6,000万円

15



（５）他法令違反（例：労働法令）

建設業者と他の法令
⇒その業務の運営に当たって建設業法以外の法令も遵守すべき

・ ㈱A建設の役員が、労働基準法違反により罰金の刑に処せられた。
・ ㈱B設備は、労働者の危険を防止するための必要な措置を講じなかったため、
㈱B設備の役員が労働安全衛生法違反により罰金の刑に処せられた。

処分事例

〇〇市

〇〇トンネル工事

会社名 ㈱Ｂ設備

主任技術者名 Ｂ’（非専任）

許可 (般)機械器具設置工事業

会社名 ㈱Ａ建設

監理技術者名 Ａ’（専任）

許可 (特)土木工事業

落札

発注者名 《一次下請》

工事名称

機
械
器
具

設
置
工
事

　　　　　《元請》 下請金額：1,500万円

土
木
一
式

工
事

請負金額：6,000万円

16



（６）虚偽申請等による許可の取得

• 役員等に許可の欠格事由があるのに、欠格事由がない旨記載をして、
許可を受けた。

• 営業所における専任の技術者が専任の者でないのに、専任の者であると
記載して許可を受けた。

• 経営業務の管理責任者が実際は役員でないのに、役員と記載して、
許可を受けた。

• 営業所の所在地について不正の事実を記載して許可を受けた。
• 営業停止処分中に建設業の営業を行った。
• 営業停止処分等に該当する不正行為を行い、その情状が特に重い場合

５年間、許可を受けることができない

許可の取消し処分 役員への５年間の
営業禁止処分

17



（７）届出書等への虚偽記載等

 

 様式第二号（第二条、第十三条の二、第十三条の三、第十九条の八関係）  （用紙Ａ４）

元請 JV 工事現場のある
又は の 都道府県及び うち、  完成又は

下請 別 市区町村名    ・PC  完成予定年月

の別  主任技術者 監理技術者    ・法面処理

   ・鋼橋上部

個人Ａ 元請 Ａ邸新築工事
大阪市
中央区

建設　一郎 ✔ 12,000
千円 千円

令和　　年　　月 令和　　年　　月

個人Ｂ 元請 Ｂ邸新築工事
大阪市
港区

建設　一郎 ✔ 11,000
千円 千円

令和　　年　　月 令和　　年　　月

個人Ｃ 元請 Ｃ邸新築工事
大阪市
住之江区

建設　一郎 ✔ 10,000
千円 千円

令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

千円 千円
令和　　年　　月 令和　　年　　月

 

 

請 負 代 金 の 額 工　　期

33,000 千円

着 工 年 月

うち　元請工事

33,000 千円

千円

工　事　経　歴　書

注　文　者 工　事　名
氏　　名

配  置  技  術  者

千円

 主任技術者又は監理技術者

 の別（該当箇所にﾚ印を記

載）

（建設工事の種類）　　建築　　　　　　　　　工事 （　税込　・　税抜　）

うち　元請工事

 小　　計

 合　　計

3   件 33,000  千円 千円

3   件 33,000 千円 千円

該当するものに○を付す

共同企業体として行った工事には「ＪＶ」と記載

個人の氏名が特定されないよう留意すること

経営事項審査を申請する場合

① 元請工事に係る完成工事について、その請負代金の額の合計
額の７割を超えるところまで、請負代金の額の大きい順に記載

注１． 500万円（一式1,500万円）未満の工事については10件まで記載

注２． 請負代金の額の合計額の1,000億円超部分は記載不要

② ①に続けて、①以外の元請工事及び下請工事に係る完成工事に

ついて全ての完成工事高の約7割を超えるところまで、請負代金
の大きい順に記載
注１． 500万円（一式1,500万円）未満の工事については10件

まで記載
注２． 請負代金の額の合計額の1,000億円超部分は記載不要

③ ②に続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載

経営事項審査を申請しない場合

① 主な完成工事について、請負代金の額の大きい順に記載
② ①に続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順
に記載

各工事現場に置かれた配置技術者について、
該当する箇所にレ印を記載

最終ページにおいて、全ての完成工事の件数及び
請負代金の額の合計を記載

ページごとの完成工事の件数及び
請負代金の額の合計を記載

「小計」「合計」のうち、元請工事に
係る請負代金の額を記載

工事経歴書の虚偽記載等は建設業法違反となり、監督処分の対象です。
（工事の種類、配置技術者、請負代金の額等）

18



２．法定福利費及び
安全衛生経費の適切な確保

19



営業所がない法定福利費及び安全衛生経費の定義

（１）法定福利費とは
企業が義務的に負担しなければならない社会保険料、
健康保険料（介護保険料含む）、厚生年金保険料（子ども・

子育て拠出金含む）、雇用保険料のうち、現場労働者（技能労
働者）の事業主（会社）負担分が対象。（労災保険は元請一括
加入）

（２）安全衛生経費とは
元請負人及び下請負人の労働災害防止対策に係る費用で、建

設工事従事者の安全及び健康を確保するうえで、必要不可欠な
経費。

⇒いずれも建設業法19条の３に規定する「通常必要と認められ
る原価」に含まれる重要な経費の一つ。

20



営業所がない（１）法定福利費について
＜法定福利費を内訳明示した見積書の活用＞
従来：総額の表示のみで、見積書の中に含まれる

法定福利費の取り扱いが分かりにくかった。

⇒下請業者が元請業者（直近上位の注文者）に対して
提出している見積書を従来の総額によるものではなく、その中に
含まれる法定福利費を内訳として明示したもの。

＜内訳明示する法定福利費＞

内訳明示の範囲は、

事業主（会社）負担分
を基本としている。

21



＜法定福利費を内訳明示した見積書の作成例＞

22



（１）法定福利費について（社会保険への加入）

23
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（２）安全衛生経費について

28



第３回安全衛生対策項目の確認表及
び標準見積書に関するＷＧ

29



３．建設業法の改正
（令和６年12月施行分）
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パブリックコメントの概要 建設業法施行令改正 （国土交通省 R6.11.1～R6.12.1）

【改正法施行関係】
(1) 監理技術者等の設置等の特例について（建設業法第 26 条第３項第１号関係）
特例を認める請負代金の額については、一億円未満 （建築一式工事である場合にお

いては二億円未満）
(2) 営業所技術者等に関する監理技術者等の職務の特例について（建設業法第 26 条
の５第１項関係）
特例を認める請負代金の額については、一億円未満（建築一式工事である場合におい
ては二億円未満）と、当該特例を認める工事現場の数については、 一
【改正法施行以外】
建設工事費高騰への対応
・特定建設業の許可を必要とする下請代金額の下限
旧：４千５百万円新：５千万円 （建築工事業の場合旧：７千万円新：８千万円) 

・施工体制台帳等の作成を要する下請代金額の下限
旧：４千５百万円新：５千万円 （建築一式工事の場合旧：７千万円新：８千万円)

・専任の監理技術者等を要する建設工事の請負代金の下限
旧：４千万円新：４千５百万円 （建築一式工事の場合旧：８千万円新：９千万円) 

・特定専門工事の対象となる建設工事の下請代金の上限
旧：４千万円新：４千５百万円

☆施行時期 令和６年１２月中旬予定
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パブリックコメントの概要 建設業法施行規則改正 （国土交通省 R6.11.1～
R6.12.1）

【改正法施行関係】
(1) 建設工事の受注者が請負契約の締結前に注文者に通知すべき情報につい
て
（建設業法第 20 条の２）関係
改正法により新設された建設業法第 20 条の２第２項に基づき、建設業者が建

設工事の請負契約の締結前にその注文者に通知すべき情報の対象となる事象
については、
主要な資機材の供給の不足若しくは遅延又は資機材の価格の高騰
特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格の高騰

とすること。

また、同項に基づき当該情報を通知する場合は、当該締結しようとする建設
工事の請負契約に係る建設業法第 20 条第１項の規定による書面（見積書）に、
これらの情報を記載した書面を添付すること等とすること。

☆施行時期 令和６年１２月中旬予定

33



パブリックコメントの概要 建設業法施行規則改正 （国土交通省 R6.11.1～
R6.12.1）

【改正法施行関係】
(2)監理技術者等の専任の合理化を認める要件について（建設業法第 26 条第３
項第１号関係）

改正法により規定された監理技術者等の専任の合理化（同一の主任技術者又
は監理技術者が複数の工事現場を兼務できることとされたこと）を認める要件を以
下のとおりとすること。
工事現場間の距離が、一日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内
各建設工事の下請次数が３次まで
監理技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者の配置（土木一式

工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類に関する実務経験を１年
以上有する者）
工事現場の施工体制を確認できる情報通信技術の措置
人員の配置を示す計画書の作成、現場据置及び保存（電磁的記録媒体による

措置も可能）
工事現場以外の場所から現場状況を確認するための情報通信機器の設置

☆施行時期 令和６年１２月中旬予定
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パブリックコメントの概要 建設業法施行規則改正 （国土交通省 R6.11.1～R6.12.1）

【改正法施行関係】
(3) 営業所技術者の職務の合理化を認める要件について （建設業法第 26 条の５第１項
関係）

改正法により規定された営業所技術者の職務の合理化（営業所技術者が専任で配置が
求められる工事現場の監理技術者等の職務を兼務できることとされたこと）を認める要件
を以下のとおりとすること。
営業所と現場の間の距離が、一日に巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内
建設工事の下請次数が３次まで
営業所技術者（監理技術者等）との連絡その他必要な措置を講ずる者の配置（土木一

式工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類に関する実務経験を１年以上
有する者）
現場の施工体制を確認できる情報通信技術の措置
人員の配置を示す計画書の作成、現場据置及び保存（電磁的記録媒体による措置も

可能）
工事現場以外の場所から現場状況を確認するための情報通信機器の設置

☆施行時期 令和６年１２月中旬予定
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４．その他
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４．その他（大阪府の取組）
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営業所がない（１）建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する
大阪府計画

「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律」の施行・基本計画の閣議
決定（平成29年６月）を受け、平成31年３月に「建設工事従事者の安全及び健康の確
保に関する大阪府計画」を策定

令和５年６月
建設工事従事者に係る状況変化等を踏まえ、基本計画が変更され、閣議
決定

令和６年３月
建設工事従事者に係る状況変化や国の基本計画変更等を踏まえ、本府計
画を改定

（参考）大阪府都市整備部住宅建築局建築指導室建築振興課HP
建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する大阪府計画

http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/kensetsu-shokunin/index.html
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営業所がない（１）建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する
大阪府計画

＜大阪府建設工事従事者安全健康確保連絡会議の設置＞

大阪府における建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する
施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に、関係団体・機
関が、適切な役割分担のもと、各般の施策を講じるため、会議を
設置。

会議構成員

・建設業者団体（５団体），関係団体（２団体）
・国土交通省 近畿地方整備局
・厚生労働省 大阪労働局
・大阪府
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営業所がない（２）建設業に係る表彰
＜趣旨＞

優れた建設現場従事者や建設業への振興に顕著な功績のあった
者を対象とした表彰を毎年実施。

⇒建設業のイメージアップ、若年建設従事者の入職促進など
構造改善意識の高揚を図る。

＜表彰事例＞

・優秀建設施工者知事表彰（２月）

・憲法記念日知事表彰（５月）
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（３）大阪府発注工事について（社会保険等加入対策）
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（３）大阪府発注工事について
＜建設業法違反があった際の入札参加停止の措置＞

別　　表
措　置　要　件 期　間

（建設業法違反）
十一　入札参加資格者、役員等又は使用人が、次の(1)～(4)のいずれかに該当したと 当該認定をした日から

(1) 建設業法に違反し、逮捕又は起訴された場合
イ　府発注工事に関するもの １年
ロ　府発注工事以外に関するもの

(イ)　府内の工事 ６月
(ロ)　府外の工事 ３月

(2) 経営規模等評価申請書、総合評定値請求書又はそれらの添付書類についての
  虚偽記載により、次のイ又はロの処分を受けた場合

イ　建設業法第28条第1項に基づく指示処分 ３月
ロ　建設業法第28条第3項に基づく営業停止処分 ６月

(3) 建設業法に違反し、次のイ又はロの処分を受けた場合((2)の場合を除く。)
  又は適正化法第13条に違反し、イの処分を受けた場合

イ　建設業法第28条第1項に基づく指示処分
(イ)　府発注工事に関するもの ２月
(ロ)　府内の工事（府発注工事を除く。）に関するもの ２月
(ハ)　府外の工事に関するもの １月

ロ　建設業法第28条第3項又は第5項に基づく営業停止処分
(イ)　府発注工事に関するもの ６月
(ロ)　府内の工事（府発注工事を除く。）に関するもの ３月
(ハ)　府外の工事に関するもの ２月

(4) 建設業法第29条に基づき、次のイ又はロの許可取消処分を受けた場合
イ　同条第１項第５号又は第６号に基づく取消処分 ６月
ロ　イの処分以外の取消処分 ３月 52



気候変動の影響→熱中症対策 人材の多様化→
・女性の活躍促進
・外国人労働者の労働災害への対応
・高年齢労働者の安全及び健康の確保

石綿を用いた建築物の解体工
事の増加→石綿ばく露防止対策

1,700 

7,600 

28,000 

17,600 

21,800 

28,800 

40,000 

44,800 

23,700 

20,400 

15,500 

14,100 

8,700 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75歳以上

女

男女

60歳以上：
19.0％（H29)→21.5％(R4)

30歳未満：
15.％(H29)→13.7％(R4)

R４年の年齢階層別建設業有業者数（大阪）

出典：総務省 「就業構造基本調査」
総数 296千人（H29) → 273千人(R4)

長期的な担い手の確保が必要

ICTやインフラ分野のDX

等による生産性の向上

時間外労働規制

（４）建設業を取り巻く状況等への対応

働き方改革の推進
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５．資料リンク集
＜ガイドライン・マニュアル等＞

■大阪府 建設業法に基づく監督処分基準
（http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/syobunkijyun/index.html）

■国土交通省のガイドライン・マニュアル掲載ページ
（ http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk1_000002.html）

・建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン
・監理技術者制度・監理技術者制度運用マニュアル
・施工体制台帳等・施工体制台帳の作成等について
・社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン
・建設業法令遵守ガイドライン
■一括下請負・一括下請負の禁止について（ http://www.mlit.go.jp/common/001203447.pdf）
■法定福利費・法定福利費を内訳明示した見積書の作成手順

（http://www.mlit.go.jp/common/001090440.pdf）
■安全衛生経費

・安全衛生経費の適切な支払いに向けて(提言）
(https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kense
tsugyo_const_anzeneiseiteigen.html）

・標準見積書の作成手順（案）
（https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001731411.pdf）
・建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律/建設工事における安全衛生経費の確保に
関する実務者検討会

（http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000101.html）
■建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する大阪府計画

（http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/kensetsu-shokunin/index.html）
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５．資料リンク集
■熱中症防止対策
・職場における熱中症予防基本対策要綱
（https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000633853.pdf）
・働く人の今すぐ使える熱中症ガイド
（https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001098903.pdf）
・STOP！熱中症クールワークキャンペーン
（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38059.html）
■騒音障害防止対策 ・騒音障害防止のためのガイドライン
（https://www.mhlw.go.jp/content/001089239.pdf）
■石綿ばく露防止対策
・労働者の石綿ばく露防止施策の紹介
(https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/sekimen
/other/index_00001.html)

・建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル
（https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_71.html）

■女性の活躍促進
・建設産業における女性の定着促進に向けた取組について
（https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000088.html）
■外国人の労働災害防止対策
・外国人労働者の安全衛生対策について
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000186714.html）
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５．資料リンク集
■高齢者の労働災害防止対策
・エイジフレンドリーガイドライン
（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10178.html）
・転倒災害防止対策の推進について
（https://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/tentou1501.html）
■メンタルヘルス対策
・職場における心の健康づくり
（https://www.mhlw.go.jp/content/000560416.pdf）
・大阪産業保健総合支援センター（健康相談窓口）
（https://osakas.johas.go.jp/advice/）
■建設事業主等に対する助成金（厚生労働省）
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000201717_00006.html）
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